
綿帽子温泉館の指定管理者募集要項 

 

綿帽子温泉館の指定管理者を募集します。 

この施設の指定管理者を希望する場合、次により申請してください。市では、申請内容を審査した上

で、指定管理者候補者を選定し、議会の議決を経て指定されることとなります。 

なお、この募集要項は申請にあたって必要な事項を記載したものであり、施設における管理運営に関

する業務については、別添の仕様書において定めることとします。 

 

１ 指定管理者募集の趣旨及び目的 

綿帽子温泉館の設置趣旨に沿った管理運営を効果的かつ効率的に行うため、地方自治法(昭和 22 年

法律第 67 号。以下「法」という。)第 244 条の２第３項及び八幡平市公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例（平成 17 年八幡平市条例第 206 号。以下「条例」という。）第２条の規定に基

づき、綿帽子温泉館の管理運営に関する業務を行う者（以下「指定管理者」という。）の募集をしま

す。 

 

２ 指定管理者の指定 

綿帽子温泉館の指定管理者については、条例第４条の規定に基づき、綿帽子温泉館の管理を行わせ

るに最適な者を「八幡平市指定管理者選定委員会」により指定管理者の候補者として選定し、仮協定

を締結後、議会の議決を経て、指定管理者として指定します。 

 

３ 対象施設の名称及び所在地 

《施設名》 綿帽子温泉館 

《所在地》 八幡平市細野 436 番地９ 

 《施設概要》綿帽子温泉館指定管理業務仕様書のとおり 

       ※沸かし湯での営業となります。 

 

４ 応募資格 

  応募の資格は、次のとおりとします。 

⑴ 法人又はその他の団体とします。 

⑵ 次の事項に該当しないものとします。 

 ① その他の団体の代表者が、法律行為を行う能力を有しない者又は破産者で復権を得ない者 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４、及び第 167 条の 11 第１項の規定

により、本市における一般競争入札及び指名競争入札の参加を制限されている法人又はその他の

団体 

③ 法第 244 条の２第 11 項の規定による指定の取り消しを受けたことがある法人又はその他の団

体 

④ 指定管理者の指定手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた者又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合した法人又はその他の団体 

⑤ 国税及び地方税を滞納している法人又はその他の団体の代表者 

⑥ 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年

を経過しない者の統制下にある法人又はその他の団体 

⑦ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定に基づく更生手続きまたは民事再生法（平



成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定に基づく再生手続開始の申し立てがなされている法人又は

その団体 

 

５ 綿帽子温泉館の管理に関する基本的な考え方 

綿帽子温泉館の管理については、法令等を遵守し、次に掲げる項目に沿って行わなければなりませ

ん。 

⑴ 綿帽子温泉館の設置趣旨に基づき管理運営を行うこと。 

⑵ 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上を図ること。 

⑶ 施設の適切な維持管理及び管理経費の削減が図られること。 

⑷ 個人情報の保護を徹底すること。 

 

６ 指定管理者が行う業務 

 ⑴ 八幡平市高齢者等温泉館条例第５条に規定される業務 

ア 綿帽子温泉館の利用の許可及び制限に関する業務。 

イ 綿帽子温泉館の施設及び設備の維持管理に関する業務。 

ウ その他市長が必要と認める業務。 

 ⑵ 綿帽子温泉館指定管理業務仕様書記載の業務 

⑶ 災害発生時の対応 

本施設は、現段階では、「八幡平市地域防災計画」に位置づけはありませんが、今後、地震、風

水害等の災害発生時には避難場所等として位置づけられたり、災害発生時の状況によっては、随時、

協力を求められる可能性があります。 

 

７ 指定期間 

令和９年４月１日から令和 14 年３月 31 日まで（５年間） 

 

８ 利用期間等 

⑴ 利用期間は、通年とします。ただし、指定管理者が必要と認め、市長の承認を受けたときは、臨

時に休業することができるものとします。 

⑵ 利用時間は、午前 10 時から午後９時までとします。ただし、指定管理者が必要と認め、市長の

承認を受けたときは、変更することができるものとします。 

 

９ 利用料金等 

  法第 244 条の２第８項に定める利用料金制を採用します。そのため、利用料金は指定管理者の収入

になります。 

  また、利用料金は、温泉館条例で定める額を上限として、市長の承認を得て定めることになります。 

なお、指定管理者は、相当の理由があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を受けて、利用料

金を減免することができます。 

 

10 利用料金の設定及び収入等並びに管理に要する経費 

  当該施設の令和７年度の収入及び経費の実績は、次のとおりです。 

  なお、これは目安であり、ご提案いただく事業内容等を制限するものではありません。 

⑴ 利用料金の設定及び収入等 



   令和７年度の利用者数及び収入額等の状況は、別表１及び別表２に示すとおりです。 

 ⑵ 管理に要する経費 

   令和７年度に施設管理に要した経費は別表３に示すとおりです。 

 

11 指定管理に関する経費（指定管理料）の支払い 

  施設の管理業務に要する経費（人件費、事務費、管理費等）については、施設の利用料金収入など

の収入見込み分と市からの指定管理料をもって充てることになります。市は管理業務に関する経費か

ら利用料金収入見込み額を差し引いた額を指定管理者に指定管理料として支払います。指定管理料の

額は、申請の際に提出のあった収支計算書において示された管理費用の金額を上限として、市の予算

内の範囲内で、協定において定めるものとします。 

⑴ 指定管理料の支払い 

 指定管理料は、年度ごとに市と指定管理者が協議して作成する支払計画（年度協定書）に従

って支払います。 

 ⑵ 指定管理料の精算 

事業収入の増加、経費の削減など指定管理者の経営努力により生み出された余剰金について

は、原則として精算による返還を求めません。また、事業収入の減少など、指定管理者の運営

に起因する不足額が生じた場合は、原則として補てんは行いません。 

⑶ 指定管理料の上限額 

指定管理期間中における指定管理料の上限額は 155,245,000 円（消費税及び地方消費税を含む。）

とします。 

⑷ 管理口座・経理区分 

管理業務に係る収入及び支出については、独立した口座を設けて管理を行い、指定管理者として

の業務に係る経費とその他の業務に係る経費を区分して整理してください。 

 

12 応募書類 

提出書類は次のとおりとしますが、それに係る費用は応募者の負担とし、提出された資料や書類は

返却しません。また、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

⑴ 指定申請書（様式第１号） 

⑵ 事業計画書（様式第２号） 

⑶ 定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 

 ⑷ 法人にあっては当該法人の登記事項証明書、法人以外にあっては団体の役員名簿及び組織に関す

る事項を記載した書類 

 ⑸ 議会議員等との関係に関する申告書（参考様式１） 

 ⑹ 団体の前事業年度の貸借対照表及び財産目録（ただし、任意団体においては、その団体の経営状

況を示す書類をもって替えることができる。） 

 ⑺ 指定を受けようとする施設の管理に関する業務の収支計画書（様式第３号） 

 ⑻ 市町村税の未納がないことが判る証明書（申請時点で３月以内に発行されたもの、写し可） 

⑼ その他市長が必要と認める書類（欠格事項に該当しない申立書）  

 

13  応募の方法 

指定管理者指定申請書その他必要書類を添えて、受付期間内に直接持参してください。 

（土・日曜日、祝日は除く。） 

なお、郵送、ＦＡＸ等による受付は行いません。 

⑴ 受付期間等 



令和８年９月 18 日（金）から令和８年 10 月 26 日（月）まで 

午前８時 30 分から午後５時 15 分まで 

⑵ 受付場所 

八幡平市野駄第 21 地割 170 番地 八幡平市役所福祉部地域福祉課 

 

14 現地説明会 

  応募予定者が希望する場合に限り、現地説明会を実施します。 

 ⑴ 現地説明会希望受付期間 

   令和８年９月 18 日（金）から令和８年９月 30 日（水）まで 

 ⑵ 提出方法 

   ＦＡＸ又はメールにより希望日時を送付してください。 

（できれば、複数の希望日時をお知らせください。） 

   なお、日程調整の都合上、連絡先及び電話番号もお知らせください。 

    ＦＡＸ番号：0195-74-2102 

    メールアドレス：chifukuka@city.hachimantai.lg.jp 

 ⑶ 現地説明会 

   令和８年 10 月１日（木）までにＦＡＸ又はメールにより現地説明会の日程等をご連絡します。 

 

15 質問の受付・回答 

⑴  受付期間 

令和８年９月 18 日（金）から令和８年 10 月 14 日（水）午後５時まで 

 ⑵ 提出方法 

  ＦＡＸ又はメールにより質問内容を送付してください。 

ＦＡＸ番号：0195-74-2102 

    メールアドレス：chifukuka@city.hachimantai.lg.jp 

 ⑶ 質問に対する回答 

  令和８年 10 月 19 日（月）までに応募者全員にＦＡＸにより回答します。 

 

16 選定方法、選定基準等 

⑴ 選定方法 

選定基準に基づき、八幡平市指定管理者選定委員会において、応募書類等により指定管理者の候

補者の選定を行います。 

⑵ 選定基準 

指定管理者の候補者を選定する際は、次の基準に照らし、公平かつ適正に審査し、選定します。 

① 施設設置の目的が達成できること。 

② 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られること。 

③ 事業計画の内容が当該事業計画書に係る公の施設の効用を最大限に発揮するものであるとと

もに、その管理に係る経費の縮減が図られること。 

④ 事業計画書に沿って当該施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を

有すること。 

⑤ 個人情報の保護について、適正な措置が講じられていること。 

⑥ 安全管理、緊急時の対応が講じられていること。 

⑶ 審査の評価項目 

   応募者から提出された書類とプレゼンテーションについて、審査項目ごとに審査を行い、最も成

績の良い応募者を選定します。 

（※プレゼンテーションは必要に応じ行う） 



 

選定基準 

① 施設設置の目的が達成できること 

 

 施設の運営に関して、意欲・熱意・姿勢が感じられるか。 

 施設の設置目的の趣旨を十分理解しているか。 

 施設の現状把握や将来への展望は適正か。 

② 利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られること 

 

 利用者サービスの向上がなされているか。 

 事業内容に偏りがあり、利用者が限られることはないか。 

 利用者の意見・要望等を改善・反映させる方策がとられているか。 

 自主事業の内容が、施設の設置目的の実現に寄与し、利用者にとって魅力的なもの
になっているか。 

 トラブル防止のためのチェック体制や対処方法がとられているか。 

 利用を促進させるための取組みがなされているか。 

③  
事業計画の内容が当該事業計画書に係る公の施設の効用を最大限に発揮するものであ
るとともに、その管理に係る経費の縮減が図られること 

   指定管理等収支予算が適正であるか。 

   管理運営経費縮減のための工夫が図られているか。 

   施設を適正に管理運営できる体制か。 

   施設の維持管理について、安全性・快適性が確保されているか。 

   環境への配慮がなされているか。 

④  
事業計画書に沿って当該施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及
び能力を有すること 

   応募者の財政状況は健全か。 

   施設の管理運営の実績はどうか。 

   職員の配置計画や採用計画は適正か。 

   職員の勤務形態及び勤務条件は適正か。 

   職員に対する人材育成・研修計画は適正か。 

⑤ 個人情報の保護について、適正な措置が講じられていること 

  
 個人情報に対する管理体制等が図られているか。 
 （情報管理、書類の保管、漏えい防止・対応） 

⑥ 安全管理、緊急時の対応が講じられていること 

   防犯・防災への対応がなされているか。 

   事故への未然防止策、事故発生時の対応がなされているか。 

   緊急時における組織対応や連絡体制は明確か。 

⑦ その他 

  

 市との連絡調整に関する体制は明確か。 

 物品の調達等について市内企業の活用、地域からの職員の雇用について配慮がなさ
れているか。 

 

 



 

17 選定結果 

応募者全員に文書で通知します。 

 

18 選定審査対象除外 

次の用件に該当する場合は、選定審査の対象から除外します。 

⑴ 提出書類に虚偽の記載があったとき。 

⑵ 提出期限までに必要な書類を提出できなかったとき。 

⑶ その他不正行為があったとき。 

  

19 仮協定及び協定の締結 

指定管理者の候補者として選定された応募者は、直ちに仮協定を締結します。仮協定は、議会の議

決後に指定通知と同時に本協定となるものです。 

 

20 違約金 

安定かつ適切な施設の管理運営を確保するため、指定管理者が正当な理由がなく施設の管理運営を

実施しない等の理由で指定を取り消されたときや、指定管理者の自己都合により指定管理期間満了前

に撤退したときは、市は指定管理者に対し違約金を請求します。 

⑴ 違約金の額は、市と指定管理者が協議の上、決定します。 

⑵ 納入期限は、市から違約金の請求があった日から 30 日以内とします。 

 

21 損害賠償責任 

⑴ 指定管理者は、次のいずれかに該当したときは、その損害を賠償することになります。 

なお、この場合において違約金の額を超えて市に損害が発生した場合は、市は指定管理者にその

賠償金を追加請求します。 

① 指定管理者は、故意又は過失により管理物件を損傷し、又は滅失したときは、それによって生

じた損害を市に賠償しなければなりません。ただし、市が特別の事情があると認めたときは、市

は、その全部又は一部を免除することができるものとします。 

② 指定管理者が本業務を実施する上で、市又は第三者に損害を与えたとき。 

③ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、指定管理者の指定が取り消された場合において、市

又は第三者に損害を与えたとき。 

④ 指定管理者が本業務の実施に際し、指定管理者の責めに帰すべき事由により第三者に損害を与

えた場合において、市が当該第三者に対して損害倍使用を行ったときは、市は指定管理者に対し

て損害額の全部又は一部を求償することができます。 

⑵ 市は、施設設置者の責任において、火災のほか必要な損害賠償等の保険に加入します。 

⑶ 指定管理者は、市の損害賠償に対応できるような賠償資力を確保するため、適切な保険に加入し

てください。 

⑷ 指定管理者は、法第244条の２第11項の規定により、指定の取り消しを受け、又は期間を定めて

管理運営業務の全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、市に対してその損害を請求

することができません。 

 

22 その他 

⑴  議決が得られなかった場合及び否決された場合においても、当該指定管理に係る業務及び管理の

準備のために支出した費用等については、一切補償しません。 

⑵  応募に関して必要となる費用については、すべて応募者の負担とします。 

⑶  申請書類提出後に辞退する場合は、必ず「辞退届」を提出してください。 



⑷  提出された書類の内容を変更することはできません。 

⑸  申請書類は、理由のいかんを問わずお返ししません。 

⑹  審査の決定に関しては、いかなる場合においても質疑、不服申し立て、異議申し立て等は受け付

けません。 

 

23 問合せ先 

〒028-7397 岩手県八幡平市野駄第21地割170番地 

八幡平市福祉部地域福祉課 担当：伊藤 

電話：0195-74-2111 ＦＡＸ番号：0195-74-2102 

メールアドレス：chifukuka@city.hachimantai.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１ 

 

利用者が負担する料金 

区分 単位 金額 

市内に住所を有する 65 歳以上の者及び障がい者 １回 200 円

その他の者 
大人 １回 600 円

小学生 １回 300 円

備考 

  １ 障がい者とは、身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

で手帳を持参したものをいう。 

  ２ 大人とは、中学生以上の者をいう。 

  ３ 就学前の幼児は、無料とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表２ 

 

１ 利用者数（令和７年度実績）           （単位：人） 

 
65 歳以上の者、 

障がい者 
大人 小学生 合計 

４月 2,156 1,625 170 3,951

５月 1,488 1,415 217 3,120

６月 0 0 0 0

７月 653 474 58 1,185

８月 1,212 1,291 198 2,701

９月 1,241 872 133 2,246

10 月 1,328 779 97 2,204

11 月 1,310 793 93 2,196

12 月 1,388 1,001 128 2,517

１月 1,221 1,199 114 2,534

２月 1,398 1,218 113 2,729

３月 1,622 1,133 114 2,869

合計 15,017 11,800 1,435 28,252

※５月揚湯ポンプの故障により 24 日から休館、６月休館、７月 18 日から沸かし湯での営業再開。 

以降、沸かし湯での営業が続く。 

 

２ 収入額（令和７年度実績）          （単位：千円） 

区 分 収入額 摘 要 

入浴売上 7,527  

食堂売上 8,639  

売店売上 1,760  

産直手数料 79  

自販機手数料 534  

受託販売手数料 26  

受託料 26,843  

その他収入 98  

合計 45,506  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表３ 

 

経費（令和７年度実績）             （単位：千円） 

区 分 金額 摘 要 

仕入等原価 4,539  

 

区 分 経費額 摘 要 

人件費 17,291  

退職金共済掛金 216  

消耗品費 746  

賃借料 885  

支払保険料 288  

修繕費 136  

保守管理費 678  

租税公課 253  

旅費交通費 12  

通信運搬費 186  

水道光熱費 15,837  

支払手数料 74  

広告宣伝費 99  

車両費 1,375  

諸会費 39  

販売促進費 650  

衛生費 276  

減価償却費 31  

雑費 9  

合計 39,081  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


